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国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�

� 11月15日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付�

� 都道府県の条例で定める日

11 2017（平成29年）

災害に対応する「セーフティネット保証４号」　台風や地震等の自然災害により、売
上減少等の影響を受けている中小事業者の資金繰り支援として、信用保証協会が一般保
証とは別枠で融資額の100％を保証する制度。国から災害地指定等され、一定要件を満た
した場合に適用されます。本年７月の大雨では大仙市や秋田市等が地域指定されました。

ワン
ポイント

◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月 （霜月）NOVEMBER
	 3日・文化の日　23日・勤労感謝の日

日 月 火 水 木 金 土

※税を考える週間　11月11日〜11月17日
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11月号─2

　

職
業
安
定
法
は
、労
働
者
の
募
集
・

職
業
紹
介
等
の
基
本
的
な
枠
組
み
に

つ
い
て
定
め
ら
れ
た
法
律
で
す
。

　

平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
に

改
正
法
が
公
布
さ
れ
、
順
次
施
行
さ

れ
ま
す
。

　

今
回
は
、
主
に
平
成
三
十
年
一
月

以
降
に
施
行
さ
れ
る
も
の
を
取
り
上

げ
て
い
く
こ
と
と
し
ま
す
。

一
　
改
正
概
要

　

改
正
法
に
よ
り
、「
職
業
紹
介
の
機

能
強
化
及
び
求
人
情
報
等
の
適
正
化
」

の
た
め
次
の
こ
と
が
実
施
さ
れ
ま
す
。

①　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
や
職
業
紹
介
事

業
者
等
の
全
て
の
求
人
を
対
象
に
、

一
定
の
労
働
関
係
法
令
違
反
を
繰

り
返
す
求
人
者
等
の
求
人
を
受
理

し
な
い
こ
と
を
可
能
と
す
る
。

②　

職
業
紹
介
事
業
者
に
紹
介
実
績

等
の
情
報
提
供
を
義
務
付
け
る
。

③　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
も
職
業
紹
介

事
業
者
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す

る
。

④　

求
人
者
に
つ
い
て
、
虚
偽
の
求

人
申
込
み
を
罰
則
の
対
象
と
す
る
。

ま
た
、
勧
告
（
従
わ
な
い
場
合
は

公
表
）
な
ど
指
導
監
督
の
規
定
を

整
備
す
る
。

⑤　

募
集
情
報
等
提
供
事
業
（
求
人

情
報
サ
イ
ト
、
求
人
情
報
誌
等
）

に
つ
い
て
、
募
集
情
報
の
適
正
化

等
の
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
を
指

針
で
定
め
る
と
と
も
に
、
指
導
監

督
の
規
定
を
整
備
す
る
。

⑥　

求
人
者
・
募
集
者
に
つ
い
て
、

採
用
時
の
条
件
が
あ
ら
か
じ
め
示

し
た
条
件
と
異
な
る
場
合
等
に
、

そ
の
内
容
を
求
職
者
に
明
示
す
る

こ
と
を
義
務
付
け
る
。

【
施
行
日
】

①
…
公
布
（
平
成
二
十
九
年
三
月
三

十
一
日
）
か
ら
三
年
以
内

②
、
④
〜
⑥
…
平
成
三
十
年
一
月
一

日
③
…
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日

二
　
平
成
三
十
年
一
月
施
行

㈠
　
職
業
紹
介
事
業
者
の
情
報
提
供

　

職
業
紹
介
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
が
多

様
化
す
る
中
、
求
職
者
と
求
人
者
に

よ
る
適
切
な
職
業
紹
介
事
業
者
の
選

択
が
行
え
る
よ
う
、
各
職
業
紹
介
事

業
者
に
対
し
て
紹
介
実
績
等
に
関
す

る
情
報
の
提
供
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

上
の
サ
イ
ト
へ
の
掲
載
等
）
が
義
務

付
け
ら
れ
ま
す
。

　

具
体
的
な
提
供
事
項
は
次
の
と
お

り
で
す
（
一
部
抜
粋
）。

①　

有
料
職
業
紹
介
事
業
者
の
紹
介

に
よ
る
就
職
者
の
数
お
よ
び
就
職

者
の
う
ち
期
間
の
定
め
の
な
い
労

働
契
約
を
締
結
し
た
者
（
無
期
雇

用
就
職
者
）
の
数

②　

無
期
雇
用
就
職
者
の
う
ち
、
早

期
離
職
者
の
数
（
解
雇
に
よ
り
離

職
し
た
者
お
よ
び
就
職
し
た
日
か

ら
六
か
月
を
経
過
し
た
後
に
離
職

し
た
者
を
除
き
ま
す
）

③　

手
数
料
に
関
す
る
事
項

④　

返
戻
金
制
度
に
関
す
る
事
項

　

返
戻
金
制
度
と
は
、
紹
介
に
よ
り

就
職
し
た
者
が
早
期
離
職
等
を
し
た

場
合
に
、
紹
介
先
の
雇
用
主
か
ら
徴

収
す
べ
き
手
数
料
の
全
部
ま
た
は
一

部
を
返
戻
す
る
制
度
等
を
い
い
ま
す
。

㈡
　
労
働
条
件
の
明
示
等

　

労
働
条
件
明
示
等
の
際
に
、
職
業

紹
介
事
業
者
お
よ
び
求
人
者
が
す
べ

き
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ

こ
で
は
そ
の
一
部
に
つ
い
て
触
れ
ま

す
。

①　

労
働
条
件
の
明
示

　

職
業
紹
介
事
業
者
お
よ
び
求
人
者

は
、
求
職
者
に
対
し
、
従
事
す
べ
き

業
務
の
内
容
及
び
賃
金
、
労
働
時
間

な
ど
一
定
の
労
働
条
件
を
、
可
能
な

限
り
速
や
か
に
明
示
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
原
則
と
し
て
、
求
職
者

等
と
最
初
に
接
触
す
る
時
点
ま
で
に

従
事
す
べ
き
業
務
の
内
容
等
を
明
示

す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
明
示
す
る
従
事
す
べ
き
業

務
の
内
容
等
は
、
虚
偽
又
は
誇
大
な

内
容
と
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

②　

書
面
明
示
事
項
の
追
加

　

職
業
安
定
法
で
は
、
労
働
条
件
の

う
ち
一
定
事
項
（
例
え
ば
、
業
務
の

内
容
、
契
約
期
間
、
就
業
場
所
、
労

働
時
間
、
賃
金
、
社
会
保
険
や
労
働

保
険
の
適
用
）
に
つ
い
て
、
書
面
交

付
等
に
よ
り
求
職
者
に
対
し
明
示
す

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

書
面
交
付
等
に
よ
る
明
示
事
項
と

し
て
次
の
も
の
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

・
試
用
期
間
に
関
す
る
事
項

・
労
働
者
を
雇
用
し
よ
う
と
す
る
者

の
氏
名
ま
た
は
名
称
に
関
す
る
事

項
・
労
働
者
を
派
遣
労
働
者
と
し
て
雇

職
業
安
定
法

　
　の
改
正

（
平
成
三
十
年
一
月
以
降
）



3─11月号

用
し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
そ
の

旨
③　

労
働
時
間
、
賃
金
に
関
す
る
明

示

　

職
業
安
定
法
に
基
づ
く
指
針
に
お

い
て
、
次
の
も
の
が
明
示
事
項
に
追

加
さ
れ
ま
し
た
。

・
裁
量
労
働
制
に
よ
り
一
定
労
働
時

間
労
働
し
た
も
の
と
み
な
す
場
合

は
、
そ
の
旨
。

・
固
定
残
業
代
（
一
定
時
間
分
の
割

増
賃
金
を
定
額
で
支
払
う
こ
と
と

す
る
も
の
）
を
採
用
す
る
場
合

は
、
固
定
残
業
代
の
算
定
基
礎
と

し
て
設
定
す
る
労
働
時
間
数
、
固

定
残
業
代
を
除
外
し
た
基
本
給
の

額
、
固
定
残
業
時
間
を
超
え
る
時

間
外
労
働
に
対
し
追
加
支
払
い
を

す
る
こ
と
も
明
示
。

・
有
期
労
働
契
約
が
試
用
期
間
の
性

質
を
有
す
る
場
合
、
従
事
す
べ
き

業
務
内
容
の
明
示
は
、
当
該
試
用

期
間
終
了
後
に
従
事
す
べ
き
業
務

で
は
な
く
、
当
該
試
用
期
間
中
に

従
事
す
べ
き
業
務
の
内
容
を
明

示
。

④　

変
更
、
削
除
、
追
加
の
明
示

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合

は
、
労
働
契
約
の
締
結
前
に
新
た
な

労
働
条
件
の
明
示
を
す
る
こ
と
が
義

務
づ
け
ら
れ
ま
す
。

・
当
初
の
明
示
と
「
異
な
る
内
容
」
の

労
働
条
件
を
提
示
す
る
。

例　

基
本
給
三
〇
万
円　

→　

基

本
給
二
八
万
円

・
当
初
の
明
示
の
「
範
囲
内
で
特
定
」

さ
れ
た
労
働
条
件
を
提
示
す
る
。

例　

基
本
給
二
五
万
円
か
ら
三
〇

万
円　

→　

基
本
給
二
八
万
円

・
当
初
に
明
示
し
た
労
働
条
件
を

「
削
除
」
す
る
。

例　

基
本
給
二
五
万
円
、
営
業
手

当
三
万
円　

→　

基
本
給
二
五

万
円
の
み
と
す
る
。

・
当
初
に
明
示
し
て
い
な
か
っ
た
労

働
条
件
を
「
新
た
に
追
加
」
す
る
。

例　

基
本
給
二
五
万
円　

→　

基

本
給
二
五
万
円
、
営
業
手
当
三

万
円
。

㈢
　
求
人
者
に
対
す
る
指
導
、
罰
則

等
①　

指
導
・
助
言
・
改
善
命
令
等

　

職
業
安
定
法
の
施
行
に
あ
た
り
必

要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、

厚
生
労
働
大
臣
が
求
人
者
に
対
し
て

指
導
・
助
言
を
す
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
労
働
条
件
明
示
に
つ
い
て

の
一
定
の
ル
ー
ル
に
反
し
て
い
る
求

人
者
に
対
し
、
厚
生
労
働
大
臣
に
よ

る
是
正
措
置
ま
た
は
勧
告
を
す
る
こ

と
が
で
き
、従
わ
な
か
っ
た
と
き
は
、

そ
の
旨
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

②　

罰
則

　

虚
偽
の
条
件
を
提
示
し
て
、
公
共

職
業
安
定
所
ま
た
は
職
業
紹
介
を
行

う
者
に
求
人
の
申
込
み
を
行
っ
た
者

に
つ
い
て
は
、
六
か
月
以
下
の
懲
役

ま
た
は
三
〇
万
円
以
下
の
罰
金
に
処

せ
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

㈣
　
そ
の
他

　

職
業
紹
介
事
業
者
の
責
務
等
に
次

の
も
の
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

①　

苦
情
の
適
切
な
処
理

　

職
業
紹
介
事
業
者
は
、
職
業
安
定

機
関
、
特
定
地
方
公
共
団
体
及
び
他

の
職
業
紹
介
事
業
者
と
連
携
を
図
り

つ
つ
、
当
該
事
業
に
係
る
求
職
者
又

は
求
人
者
か
ら
の
苦
情
（
あ
っ
せ
ん

を
行
っ
た
後
の
苦
情
を
含
む
）
が
あ

っ
た
場
合
に
迅
速
、
適
切
に
処
理
す

る
た
め
の
体
制
の
整
備
及
び
改
善
向

上
に
努
め
る
こ
と
。

②　

早
期
離
職
等
に
関
す
る
事
項

　

職
業
紹
介
事
業
者
は
、
そ
の
紹
介

に
よ
り
就
職
し
た
者
（
期
間
の
定
め

の
な
い
労
働
契
約
を
締
結
し
た
者
に

限
る
）
に
対
し
、
当
該
就
職
し
た
日

か
ら
二
年
間
、
転
職
の
勧
奨
を
行
っ

て
は
な
ら
な
い
こ
と
。

③　

職
業
紹
介
責
任
者
の
選
任

　

職
業
紹
介
事
業
者
が
選
任
す
る

「
職
業
紹
介
責
任
者
」
の
選
任
基
準
と

し
て
、
過
去
五
年
以
内
に
職
業
紹
介

責
任
者
講
習
を
修
了
し
て
い
る
こ
と

が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

④　

許
可
の
有
効
期
間
更
新
の
申
請

期
限

　

有
料
職
業
紹
介
事
業
の
許
可
の
有

効
期
間
更
新
は
、
許
可
の
有
効
期
間

が
満
了
す
る
日
の
三
か
月
前
（
従
来

は
三
〇
日
前
）
ま
で
に
、
所
定
の
申

請
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
さ
れ
ま
し
た
。
な
お
、
こ
の
改
正

は
平
成
二
十
九
年
十
月
よ
り
施
行
さ

れ
て
い
ま
す
。

三
　
求
人
の
不
受
理
に
関
す
る
改
正

　

就
職
後
の
ト
ラ
ブ
ル
の
未
然
防
止

を
図
る
た
め
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
や
職

業
紹
介
事
業
者
等
で
、
一
定
の
労
働

関
係
法
令
に
違
反
す
る
求
人
者
や
暴

力
団
員
等
に
よ
る
求
人
を
受
理
し
な

い
こ
と
が
可
能
と
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
公
布
（
平
成

二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
）
か
ら
三

年
以
内
に
施
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま

し
た
の
で
、
今
後
の
動
向
に
ご
注
意

く
だ
さ
い
。



11月号─4

　国民年金保険料の後納制度は、時効で納
めることができなかった保険料について、
平成27年10月から平成30年９月までの
間に限り、過去５年分まで納めることがで
きる制度です。
※　過去10年間に納め忘れた国民年金保
険料を納付することができる「10年の後
納制度」は、平成27年９月30日をもっ
て終了しました。

１　後納の効果
　後納制度を利用することで、年金額の増
加につなげていくことや、受給資格発生に
必要な期間（平成29年８月１日から、資
格期間が10年以上あれば老齢年金を受給
できるようになりました）を満たし、年金
受給資格を得られる場合があります。
※60歳以上で、既に老齢基礎年金を受け
取っている方は申し込みができません。

２　納付する保険料
　過去３年度以前の後納保険料には、当時
の保険料額に加算額がつきます（例　平成
26年度の保険料を後納するときは、当時
の月額保険料15,250円に170円が加算さ
れ、15,420円となります）。

３　納付までの手順
①　後納保険料納付申込書を年金事務所に
提出します。その際、加入期間の確認の
ため戸籍謄本等が必要となる場合があり
ます。
②　年金事務所において審査を行い、審査
後に納付書が送付されます。
③　納付書により金融機関等で納付します。

　後納可能な期限まで１年弱となりまし
た。利用をお考えの方は年金事務所（ねん
きん加入者ダイヤル）にご相談ください。
　日本年金機構のホームページより、申込
書と記入例をダウンロードすることもでき
ます。

国民年金保険料の後納制度

　事業主が被保険者へ賞与を支給した場合
には、支給日より５日以内に「被保険者賞
与支払届」により支給額等を年金事務所に
届け出ます。
　賞与にかかる保険料は、実際に支払われ
た賞与額から1,000円未満を切り捨てた額
を「標準賞与額」とし、その標準賞与額に健
康保険・厚生年金保険の保険料率をかけた
額です（標準賞与額には上限額の定めがあ
り、健康保険では同一年度内の累計で573
万円、厚生年金保険は１か月あたり150万
円とされています）。
　保険料は、事業主と被保険者が折半で負
担します。
　育児休業等による保険料免除期間に支払
われた賞与や資格喪失月に支払われた賞与
など、保険料徴収の対象とならない賞与に
ついても賞与支払届には記載することに注
意を要します（健康保険制度において同一
年度内の標準賞与額の累計を行うため）。

賞与支払届の提出（社会保険）　
未
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①
　
労
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事
業
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動
を
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っ
て
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い
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支
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②
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上
の
倒
産
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日
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労
働

者
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労
働
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準
監
督
署
に
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実
上
の
倒
産
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日
の
六
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い
ま
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